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現在日本は超高齢化社会であり，平均寿命は年々伸びている．一方で，健康上の問題で日常生活が制限

されることなく生活できる期間である“健康寿命”はあまり伸びていない．その結果，医療・介護費用を

含む社会保障給付費は大幅に増加しており，国の負担を減らすためには，高齢者がより健康に暮らすため

の対策を講じることが重要である．本研究では，介護度の悪化レベルの地域差とその要因を明らかにする．

現在十分に利活用されていない医療ビックデータである国民健康保険データベースのデータを活用し，７

５歳以上の要支援・要介護認定者を対象に地域別介護度変化の分析を行った．その結果，介護度変化に地

域差があることが明らかとなった．また都市部では介護度が悪化しにくく，工業地域では介護度が悪化し

やすい傾向が見られた． 

 

Key Words: KDB, requiring long-term care,komatu,regional characteristics 

 

 

1. 研究の背景と目的 
 

我が国の総人口は平成26年10月1日現在，1億2780

万人である．そのうち65歳以上の高齢者人口は過去

最高の3300万人であり，総人口に占める割合（高齢

化率）は26.0％と世界で最も高い高齢化率である1)．

このような中で，平均寿命は年々延び続けているこ

とから現在の日本は健康な国であると考えられる．

しかし健康上の問題で日常生活が制限されることな

く生活できる期間である“健康寿命”に着目すると，

健康寿命の延びは平均寿命に比べて小さい．つまり

平均寿命と健康寿命の差である不健康な期間は近年

ほぼ変化していない2)．よって現在の日本は単に長

生きするだけでなく，健康である期間を長くするこ

とが重要となる段階に入っている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また高齢化が進むとともに社会保障給付費も大幅

に増加しており，平成26年度には前年度比1.3％増

の112兆1020億円である．内訳として医療費36.3兆

男性 女性

図-1 平均寿命と健康寿命の推移 
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円（2.0％増），年金54.3兆円（0.5％減），福祉そ

の他21.4兆円（4.6％増）となっている3)．社会保障

給付費増加の1つの原因として，高齢化による要介

護者等の急速な増加が考えられる．(図-2参照)介護

保険制度によって要支援・要介護者と認定された人

は平成24年度末で561.1万人であり，前年度より

262.8万人増加している4)．社会保障給付費の支え手

である勤労者世代の割合が減少している日本にとっ

て，高齢者が少しの支えで健康に暮らしていくこと

は重要である． 

 

 

 本研究では国民健康保険データベースを用いて石

川県小松市における3年間の介護度変化を把握する．

そして介護度の悪化レベルに地域差が見られた場合，

その要因を保険・医療分野ではなく“まちづくり”

という観点から明らかにする． 

 

 

2. 既往研究 
 

(1) 国民健康保険データベースを活用した研究 

国保データベース（KDB） を活用した研究とし

て，工藤5)のKDBデータの活用で課題を明確化した

データヘルス計画策手と保健事業-池田町の取り組

みがある．長野県池田町では，KDBシステムのデ

ータを積極的に活用しデータヘルス計画を策定して

いる．高血圧の重症化予防に重きを置いた計画を策

定し住民の健康維持増進と国保財政の健全化に取り

組んでおり，その経緯と手ごたえを報告したもので

ある． 

 竹澤ら6)の広域で行う高齢者支援のための地域診

断へのデータ活用－愛知県東三河広域連合における

取り組みでは，高齢者支援を効果的に進めるための

データ分析の概要が紹介されている．愛知県東三河

地域では広域連者支援を広域で行う準備を進めてい

る．2014年には8市町の保健師が各地域と国保デー

タベースのデータを活用し，地域診断のための研究

を行った．他に，防災の観点から玉森ら7)による介

護認定度・疾患別の患者分布に関する研究や，医療

費の観点から荻野ら8)による健康水準の地区別評価

の可能性に関する研究などがある． 

 KDBデータを活用し地域の健康増進を図る研究

はいくつか存在するが，要介護支援者に焦点をあて

た研究は少ない． 

 

(2) 介護度変化とその要因に関する研究 

井上9)は，要介護度の経年変化と介護予防に関連

する要因及び累積生存の予測妥当性を明確にしてい

る．都市居住高齢者の10％は要介護状態でありその

うち23.2％は3年後も介護度を維持しており，22.2％

は介護度が低下していた．3年間の要介護予防に寄

与する要因は，主観的健康度とBADL（基本的日常

生活動作能力）， IADL（手段的日常生活動作能

力）の生活動作能力が優れ，趣味活動をしているこ

と．女性のみで，年間所得額とかかりつけ歯科医師

がいることに有意差がみられた．また要支援群の生

存が低下しやすく，要介護度は生存予測妥当性の高

い指標であることがわかった． 

村田ら10)の研究では，東京都奥多摩町における65

歳以上の要支援・要介護認定を受けた人の要介護度

変化と基本健康診査の受診との関連性について検討

している．結果，初回に要支援状態にあるものが他

の要介護度と比較してその後維持できている割合が

低く，変動が大きいことが明らかとなった．基本健

康診査との関連性については，受診した人の方が新

規要介護認定時の要介護度が軽い傾向にあることが

わかった． 

 武田11)の研究は介護保険における65歳以上の要介

護等認定者について，認定2年後の生死と要介護度

の変化をコホート調査することで，要介護認定者の

予後に影響を及ぼす因子を解明し要介護者を減らす

対策を立てることが目的である．この研究では基本

的属性である性別・年齢階級・現住所・初回要介護

度・要介護疾患の5項目で分析を行った．結果，女

性は男性よりも2.0倍生存者が多かった．80-84歳の

者と85歳以上の者は65-69歳の者より要介護度の悪

化者が多いことから，高齢化に伴い要介護者が急増

すると考えられた．しかし初回要介護度が重度なほ

ど生存者が少なく，65-69歳よりも85歳以上のとき

の生存者が少ないので，必ずしも高齢化の進行に伴

って要介護者が増加するわけではない．またアルツ

ハイマー型に比べると，血管性痴呆を除き，すべて

の要介護疾患において要介護度の悪化者が少なかっ

た．なお現住所についての分析では有意差が見られ

なかった． 

介護度変化に関する研究は多く存在するが，

KDBデータを利用したものはなく特定の団体を分

析対象としたものが多い．また市町村単位の介護度

変化を分析したものは少ない． 

 介護度変化に関する要因として，個人の身体能力，

介護サービスの利用内容，健康診査，病気などが考

えられ要因分析が行われている．しかし要介護度変

化と地域特性に関する研究はあまりない． 

 

 

図-2 第 1号被保険者(65歳以上)の要介護度別認定者推移 
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3. 分析概要 
 

(1) 国保データベースの概要 

国保データベースシステムは，国民健康保険団体

連合会が保険者の委託を受けて管理する「特定検

診・特定保健指導」「医療（後期高齢者医療含

む）」「介護保険」等に関わる情報を利活用し，統

計情報等を保険者向けに提供することで，保険者の

効率的かつ効果的な保健事業の実施をサポートする

ことを目的として構築された．国保データベースシ

ステムから提供されるデータの分析に基づき，地域

住民の健康課題を明確化し，保険事業計画を策定し

たうえで，それに沿った効率的・効果的な保健事業

を実施する．そして評価を行い，次の課題解決に向

けた計画の見直しが可能となる．このサイクルを繰

り返すことで，高血圧の改善，糖尿病有病者の増加

の抑制や脂質異常症の減少，虚血性心疾患・脳血管

疾患死亡率の減少，糖尿病腎症による新規透析導入

の減少，さらには未受診者への受診勧奨などを通じ

健康格差の縮小に寄与できる 12)． 

 

(2) 分析データの概要 

 本研究では75歳以上の高齢者データについて記載

されている後期国保データベースを用いる．分析対

象を後期高齢者に限定した理由として，75歳以上に

なると要支援・要介護認定者割合は大幅に高くなる

こと．また0～74歳の国民健康保険加入率は平成26

年9月時点で33.0％であるため，国保データベース

のデータだけでは国民全体を把握することは難しい

ことが挙げられる． 

分析に用いたデータは後期国保データベースシス

テムにより出力される帳票の中の「要介護（支援）

者突合状況」のデータであり，期間は平成24年6月

から平成27年9月である．データ項目の概要を表-1

に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 石川県小松市の概要 

 本研究の分析対象である小松市は石川県南西部に広

がる加賀平野の中央に位置し，面積は371.05km2，2017

年4月1日時点の全人口は108,582人である．小松市の高

齢化は年々進行しており，2015年の高齢化率は27.6％

と全国平均の26.6％よりも高い13)．今後，高齢化率はよ

り高くなると予測される．（図-3参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

4. 介護度変化に関する分析 
 

小松市は25の小学校区に分けられており，本研究で

は小学校区単位で分析を行う． 

 今回は要支援・要介護認定者のうち平成24年9月に要

介護２・要介護３と認定された人を対象に3年間の介

護度変化を見る．平成24年に要介護２・要介護３だっ

た人のうち3年後も介護度を維持した人の割合を小学

校区別に示したものが図-4，3年後介護度が悪化してい

た人の割合を示したものが図-5である． 

 
 

 
 

 

 

要介護（支援）者突合状況データ項目

年齢

生年月日

住所

健診検査値

主要な病気の受診年月日

医療点数

介護度（現在・初回認定時）

介護認定開始年月

居宅サービス・施設サービス利用有無

介護給付費

歯科点数

個人番号

表-1 要介護(支援)者突合状況のデータ項目 

図-3 小松市の高齢化率推移 
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図-4 要介護２・要介護３を 3年間維持した割合 
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 介護度を維持した割合が低く悪化した割合が高い地

域，維持した割合は高いが悪化した割合も高い地域と

介護度の変化は地域によって異なる． 

 図-4と図-5をあわせてみるために各割合における5つ

の色分け段階に介護度点数をつけた．赤5点，橙4点と1

点ずつ下がり緑は1点と設定する．介護度維持の点数，

介護度悪化の点数を合計した結果を図5に示す．合計

介護度点数が高い地域は介護度が悪化しやすい，点数

の低い地域は介護度が悪化しにくい小学校区である． 

3年間の介護度悪化度合いについて地域差は見られ，

介護度が悪化しやすい・悪化しにくい小学校区が明ら

かとなった． 

 
 

5. 健康度と地域特性の関係 

 
(1) 地域別健康度と地域特性 

 小松市ホームページの「小松市年計画マスタープラ

ン」を基に，小松市25の小学校区を7地域に区分した14)．

その区分けを図-7に示し，各地域の特性を表-2にまと

める． 

西尾小学校

波佐谷小学校

中海小学校

那谷小学校

粟津小学校

安宅小学校
国府小学校

金野小学校

日末小学校

木場小学校
月津小学校

第一小学校

矢田野小学校

苗代小学校

稚松小学校

蓮代寺小学校

符津小学校

芦城小学校

犬丸小学校

串小学校

能美小学校

荒屋小学校

今江小学校

向本折小学校
東陵小学校

地域特性区分

A

B

C

D

E

F

G

 
 

 

 

 
地域区分 特性

A
市街地化が進行し最も小松市内において最も人口増加が著しい．

木場潟や東部丘陵地があり自然豊かで住宅地が多い．

B
粟津温泉が有名な観光地だが観光入込み客数は伸び悩み，

地域内の人口も減少している．

C
小松市の中心部であり駅を中心とした既成市街地である．

商業・業務，文化・行政等の諸機能が集中している．

D
小松空港，北陸自動車道小松ICなどの交通節点を有する．

海水浴場・海浜公園・漁港がある．

E 農地・工業団地が広がっており，道路交通網が充実している．

F 地域内のほとんどが山間部であり，過疎地域である．

G 那谷寺が有名な観光地であるが，丘陵部に位置し地域内の8割が山林である．
 

 

 図-6とあわせるとA・B・C・Dは介護度が悪化しに

くい地域，E・F・Gは介護度が悪化しやすい地域に分

けることが出来る．介護度が悪化しにくい地域の特性

は人口が集中する都市部と温泉地であることがわかる．

都市部は商業施設・公共施設も充実しており公共交通

の利便性は良い．また温泉は健康に良いばかりでなく

人との交流の場でもあり，どちらの地域でも人々の外

出頻度は高いのではないかと考えられる．介護度が悪

化しやすい地域の特性は，農業・工業が盛んな地域と

山間部の過疎地であることがわかる．工業団地では工

場周辺の住環境があまり良くないこと，中心部から離

れ公共交通の利便性は良くない山間部では外出頻度が

低いことが考えられる． 

 これより，健康度に影響を与える要因として公共交

通の充実度，外出頻度，他者との交流頻度などが予想

図-5 要介護２・要介護３で 3年後悪化した割合 

図-6 要介護２・要介護３の合計介護度点数 

図-7 地域特性別区分 

表-2 各地域の特性 
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される． 

 

(2) 地域別健康度と公共交通 

 

 

 地域内の公共交通充実度が地域別健康度にどのように

影響するのか明らかにするため「平成12年国勢調査」の

小松市町丁別15歳以上の交通手段別自宅外就業者・通学

者数を利用して，地域別介護度変化と交通の関係を明ら

かにする．「要介護２・要介護３のうち3年間で介護度

が悪化した割合」を目的変数とし，表-3に示す説明因子

と多元配置分散分析を行った． 

 

1 自宅外就業者(15歳以上)交通手段 徒歩だけ

2 自宅外就業者(15歳以上)交通手段 鉄道・電車

3 自宅外就業者(15歳以上)交通手段 自家用車

4 自宅外就業者(15歳以上)交通手段 自転車

説明因子

 

 

 分析の結果，有意差が見られたのは説明因子3.自家用

車利用と4.自転車利用である．自家用車利用の結果を図 

-8，表-4，自転車利用の結果を図-9，表-5に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

因　子 TypeⅢ平方和 自由度 平均平方 F　値 P　値
**：1%有意

*：5%有意

自家用車利用 208.8403 1 208.84 5.6391 0.0263 *

誤差 851.7856 23 37.03

全体 1060.6258 24  

 

因　子 TypeⅢ平方和 自由度 平均平方 F　値 P　値
**：1%有意

*：5%有意

自転車利用 216.9527 1 216.95 5.9145 0.0232 *

誤差 843.6731 23 36.68

全体 1060.6258 24  

 

 多元配置分散分析により，自家用車利用割合が高い地

域ほど3年間で介護度が悪化する割合は高く，逆に自転

車利用割合が高い地域ほど3年間で介護度が悪化する割

合は低いことが明らかとなった． 

 

 

6. まとめと今後の課題 

 

 要介護２・要介護３の 3年間の介護度悪化レベルを分

析した結果，地域によって介護度の悪化しやすさに差が

あることがわかった．また介護度が悪化しやすい地域・

悪化しにくい地域の特性を見ると公共交通が充実する都

市部と温泉地では介護度が悪化しにくく，公共交通の利

便性はあまり良くない山間部と農業・工業地域では介護

度が悪化しやすい傾向にあることが明らかとなった．し

かし地域別介護度変化と公共交通との関係を分析した結

果，公共交通を利用する人が多い地域ほど健康であると

いう結果は得られなかった． 

 KDBデータを用いて地域別健康度は明らかになった

が，現在の情報だけでは詳しい地域特性については分か

らないため健康度における地域差の要因部分を明らかに

することは出来ない．今後は各地域の人々がどのような

暮らしを営んでいるのか知る為にアンケート調査を行い，

詳しい地域特性を明らかにする．そして地域別健康度と

の関係を見ていく． 
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 図-9 各水準の平均値(自転車利用) 

 

表-5 自転車利用の分散分析表 
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